
 

 

 

 

 

 

【参考資料 2】 

公共施設等の整備等において 

民間事業者の行い得る業務範囲 

 

 

＜とりまとめに当たっての基本的事項＞ 

○ 本資料は、個別法において公共施設等の設置、管理、運営の規定がある法律

を対象に、民間事業者（選定事業者）がＰＦＩ事業として行い得る業務の範

囲について整理を行ったものである。 

○ 平成 17 年 12 月 31 日現在の状況でとりまとめを行っている。 

 

 



1. 公物の基礎情報
法令名

駐車場法

2. 施設の詳細
管理者等

地方公共団体

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 路上駐車場
を設置するこ
と

第5条 駐車場整備計画が定め
られた場合において
は、地方公共団体は、
その駐車場整備計画に
基づいて路上駐車場を
設置するものとする。

路上駐車場の設置
は地方公共団体が
行うものとされてお
り不可

範囲外

2 路上駐車場
に自動車を
駐車させる
者から、駐車
料金を徴収
すること

第6条 路上駐車場管理者は、
条例で定めるところによ
り、同項の規定により設
置した路上駐車場に自
動車を駐車させる者か
ら、駐車料金を徴収す
ることができる。

路上駐車場利用者
からの駐車料金の
徴収行為は、公物
管理権に基づく非
権力的性格を有す
る行為に当たり、選
定事業者に行わせ
ることは可能であ
る。

範囲内

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.

1

6. 今後の検討予定等
No. 検討内容

例示

設置された路上駐車場の管理・運営

根拠法令

駐車場法　第6条路上駐車場

施設の種別

施設名
駐車場

管理者・事業者の名称
路上駐車場管理者

管理者となること
の可否

否

理由 根拠法令
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1. 公物の基礎情報
法令名

駐車場法

2. 施設の詳細
管理者等

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 路上駐車場
を設置するこ
と

第5条 駐車場整備計画が定め
られた場合において
は、地方公共団体は、
その駐車場整備計画に
基づいて路上駐車場を
設置するものとする。

路上駐車場の設置
は地方公共団体が
行うものとされてお
り不可

範囲外

2 路上駐車場
に自動車を
駐車させる
者から、駐車
料金を徴収
すること

第6条 路上駐車場管理者は、
条例で定めるところによ
り、同項の規定により設
置した路上駐車場に自
動車を駐車させる者か
ら、駐車料金を徴収す
ることができる。

路上駐車場利用者
からの駐車料金の
徴収行為は、公物
管理権に基づく非
権力的性格を有す
る行為に当たり、選
定事業者に行わせ
ることは可能であ
る。

範囲内

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No.

管理者となること
の可否

可

理由 根拠法令

管理者が行う。

施設名
駐車場

管理者・事業者の名称
路外駐車場管理者

根拠法令

駐車場法　第12条路外駐車場

施設の種別

検討内容

例示

路外駐車場については、従来より民間が管理者になることに制約はなく、ＰＦＩ事業によっても、変化
は生じない。
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1. 公物の基礎情報
法令名

都市公園法

2. 施設の詳細
管理者等

地方公共団体
国土交通大臣

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 都市公園の
設置

第2条の2 都市公園は、次条（2参
照）の規定によりその管
理をすることとなる者
が、当該都市公園の供
用を開始するに当たり
公告することにより設置
されるもの。

否 範囲外

2 都市公園の
管理

第2条の3 都市公園の管理は、地
方公共団体の設置に係
る都市公園にあっては
当該地方公共団体が、
国の設置に係る都市公
園にあっては国土交通
大臣が行う。

否 範囲外 但し、事
実行為

について
は可

3 公園管理者
以外の者の
公園施設の
設置等に関
する許可

第5条 公園管理者以外の者か
ら公園施設の設置管理
許可申請を受け、許可
不許可を決定。

否 範囲外

4 兼用工作物
の管理

第5条の2 都市公園と他の工作物
とが相互に効用を兼ね
る場合は、各々の管理
者が協議の上、別に管
理方法を定めることが
できる。

否 範囲外

5 都市公園の
占用の許可

第6条
第7条

公園施設以外の工作物
等を設けようとする者か
ら占用許可申請を受
け、許可不許可を決
定。

否 範囲外

6 都市公園の
設置管理、
占用許可の
条件の設定

第8条
第9条

都市公園の設置管理、
占用許可に都市公園管
理のため必要な範囲内
で条件を附することがで
きる。

否 範囲外

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

否

施設の種別 根拠法令

都市公園 都市公園法　第2条の3

施設名 管理者・事業者の名称
都市公園 公園管理者
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

7 国の設置に
係る都市公
園における
行為の許可

第12条 国の設置に係る都市公
園において、物品の販
売や独占利用しようとす
る者から、行為許可申
請を受け、許可不許可
を決定。

否 範囲外

8 監督処分 第27条 規定に該当する者に対
して、許可の取り消しや
必要な措置を命ずるこ
とができる。

否 範囲外

9 都市公園の
保存

第16条 公園管理者はみだりに
都市公園を廃止しては
ならない。

否 範囲外

10 都市公園台
帳

第17条 公園管理者は、台帳を
作成し、これを管理しな
ければならない。

否 範囲外

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No. 検討内容

例示

① 管理責任や処分権限で民間事業者が行い得る行為（但し、指定管理者、都市公園法第5条第1
項の許可を受けた公園管理者以外のものに限る。）
都市公園法上、特別の定めがなく条例に委ねられている管理権限
 ○ 地方公共団体の設置に係る都市公園における行為の禁止
 ・都市公園の損傷、汚損
 ・竹木の伐採、植物の採取　　ほか
 ○ 地方公共団体の設置に係る都市公園における行為の許可
 ・物品の販売
 ・ 競技会、集会等の催しのための独占利用　　ほか
② 私人の公金取扱いの規定に基づく使用料等の収入の徴収
③ 当該施設運営に係るソフト面の企画
 ・事実行為としてのイベント開催
 ・事実行為としての教室、講座等の開催　　ほか
④ いわゆる事実上の業務
 ・施設の点検、維持補修
 ・巡回
 ・施設の清掃
 ・植栽の管理
 ・自らの収入としない利用料金の収受　　ほか

ＰＦＩ事業者・・・③、④　　指定管理者・・・①、②、③、④
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1. 公物の基礎情報
法令名

下水道法

2. 施設の詳細
管理者等

公共下水
流域下水
都市下水

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 管理 第3条 公共下水道の設置、改
築、修繕、維持その他
の管理は、市町村が行
うものとする。

否
（但し、事実行為に

ついては可）

範囲外
（但し、事実行為
については可）

2 供用開始の
公示等

第9条 公共下水道管理者は、
公共下水道の供用の開
始又は終末処理場によ
る下水の処理の開始を
しようとするときは、あら
かじめ、必要事項を公
示し、かつ、これを表示
した図面を一般の縦覧
に供しなければならな
い。

否 範囲外

3 排水設備の
設置等

第10条 公共下水道の供用が開
始された場合において
は、当該公共下水道の
排水区域内の土地の所
有者、使用者又は占有
者は、排水設備を設置
しなければならない。た
だし、特別の事情により
公共下水道管理者の許
可を受けた場合等にお
いては、この限りでな
い。

否 範囲外

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

否

施設の種別 根拠法令

都市下水路 下水道法　第26条

公共下水道
流域下水道

下水道法　第3条
下水道法　第25条の2

施設名 管理者・事業者の名称
下水道 下水道管理者
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

4 使用の開始
等の届出

第11条の2 継続して相当の量又は
水質の下水を排除して
公共下水道を使用しよ
うとする者は、あらかじ
め、当該下水の量又は
水質及び使用開始の時
期を公共下水道管理者
に届け出なければなら
ない。また、特定施設の
設置者は、使用開始の
時期を公共下水道管理
者に届け出なければな
らない。

否 範囲外

5 水洗便所へ
の改造義務
等

第11条の3 公共下水道管理者は、
水洗便所への改造義務
に違反している者に対
し、相当の期間を定め
て、くみ取便所を水洗便
所に改造すべきことを
命ずることができる。

否 範囲外

6 除害施設の
設置等

第12条 公共下水道管理者は、
著しく公共下水道若しく
は流域下水道の施設の
機能を妨げ、又は公共
下水道若しくは流域下
水道の施設を損傷する
おそれのある下水を継
続して排除して公共下
水道を使用する者に対
し、条例で、除害施設を
設け、又は必要な措置
をしなければならない旨
を定めることができる。

否 範囲外

7 特定事業場
からの下水
の排除の制
限

第12条の2 特定事業場から下水を
排除して公共下水道を
使用する者は、その水
質が当該公共下水道へ
の排出口において一定
の基準に適合しない下
水を排除してはならな
い。また、終末処理場に
おいて処理可能な物質
については、公共下水
道管理者は、条例で、
特定事業場から公共下
水道に排除される下水
の水質の基準を定める
ことができる。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

8 特定施設の
設置等の届
出

第12条の3 工場又は事業場から継
続して下水を排除して
公共下水道を使用する
者は、当該工場又は事
業場に特定施設を設置
しようとするとき等は、
公共下水道管理者に届
け出なければならない。

否 範囲外

9 特定施設の
構造等の変
更の届出

第12条の4 第12条の3の規定によ
る届出をした者は、その
届出に係る事項を変更
しようとするときは、そ
の旨を公共下水道管理
者に届け出なければな
らない。

否 範囲外

10 計画変更命
令

第12条の5 公共下水道管理者は、
第12条の3又は第12条
の4の規定による届出
があつた場合におい
て、当該特定事業場か
ら公共下水道に排除さ
れる下水の水質が公共
下水道への排出口にお
いて第12条の2の基準
に適合しないと認めると
きは、その届出をした者
に対し、その届出に係る
特定施設の構造若しく
は使用の方法又は特定
施設から排出される汚
水の処理の方法に関す
る計画の変更等を命ず
ることができる。

否 範囲外

11 実施の制限 第12条の6 第12条の3又は第12条
の4の規定による届出を
した者は、その届出が
受理された日から60日
を経過した後でなけれ
ば、その届出に係る特
定施設を設置し、又は
特定施設の構造若しく
は使用の方法若しくは
特定施設から排出され
る汚水の処理の方法を
変更してはならない。ま
た、公共下水道管理者
は、第12条の3又は第
12条の4の規定による
届出に係る事項の内容
が相当であると認めると
きは、この期間を短縮
することができる。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

12 氏名の変更
等の届出

第12条の7 第12条の3の規定によ
る届出をした者は、その
届出に係る事項に変更
があったとき、又は特定
施設の使用を廃止した
ときは、その日から30日
以内に、その旨を公共
下水道管理者に届け出
なければならない。

否 範囲外

13 承継 第12条の8 第12条の3の規定によ
る届出をした者の地位
を承継した者は、その
承継があった日から30
日以内に、その旨を公
共下水道管理者に届け
出なければならない。

否 範囲外

14 流域下水道
管理者への
通知

第12条の9 流域関連公共下水道の
管理者は、第12条の3、
第12条の4、第12条の7
又は第12条の8の規定
による届出を受理したと
きは当該届出に係る事
項を、第12条の5の規定
による命令をしたときは
当該命令の内容を、遅
滞なく、当該流域関連
公共下水道に係る流域
下水道の管理者に通知
しなければならない。

否 範囲外

15 除害施設の
設置等

第12条の
10

公共下水道管理者は、
第12条の2の規定により
公共下水道に排除して
はならないこととされる
下水以外で、一定の基
準に適合しない下水を
継続して排除して公共
下水道を使用する者に
対し、条例で、除害施設
を設け、又は必要な措
置をしなければならない
旨を定めることができ
る。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

16 排水設備等
の検査

第13条 公共下水道管理者は、
公共下水道若しくは流
域下水道の機能及び構
造を保全し、又は公共
下水道からの放流水若
しくは流域下水道から
の放流水の水質を第8
条の技術上の基準に適
合させるために必要な
限度において、その職
員をして排水区域内の
他人の土地又は建築物
に立ち入り、排水設備、
特定施設、除害施設そ
の他の物件を検査させ
ることができる。

否 範囲外

17 使用制限 第14条 公共下水道管理者は、
公共下水道に関する工
事を施行する場合等の
やむを得ない理由があ
る場合には、排水区域
の全部又は一部の区域
を指定して、当該公共
下水道の使用を一時制
限することができる。

否 範囲外

18 兼用工作物
の工事

第15条 公共下水道管理者は、
公共下水道の施設が他
の工作物の効用を兼ね
るときは、当該他の工
作物の管理者との協議
により、その者に当該公
共下水道の施設に関す
る工事を施行させ、又
は当該公共下水道の施
設を維持させることがで
きる。

否 範囲外

19 公共下水道
管理者以外
の者の行う
工事等

第16条 公共下水道管理者以外
の者は、公共下水道管
理者の承認を受けて、
公共下水道の施設に関
する工事又は公共下水
道の施設の維持を行う
ことができる。

否 範囲外

20 兼用工作物
の費用

第17条 公共下水道の施設が他
の工作物の効用を兼ね
るときは、当該公共下
水道の施設の管理に要
する費用の負担につい
ては、公共下水道管理
者と当該他の工作物の
管理者とが協議して定
めるものとする。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

21 損傷負担金 第18条 公共下水道管理者は、
公共下水道の施設を損
傷した行為により必要を
生じた公共下水道の施
設に関する工事に要す
る費用については、そ
の必要を生じた限度に
おいて、その行為をした
者にその全部又は一部
を負担させることができ
る。

否 範囲外

22 汚濁原因者
負担金

第18条の2 公共下水道管理者は、
公害健康被害の補償等
に関する法律の規定に
より特定賦課金を徴収
された場合においては、
当該特定賦課金に係る
指定疾病に影響を与え
る水質の汚濁の原因で
ある物質を当該公共下
水道に排除した特定施
設の設置者に当該特定
賦課金の納付に要する
費用の全部又は一部を
負担させることができ
る。

否 範囲外

23 工事負担金 第19条 公共下水道管理者は、
一定量以上の下水を排
除することができる排水
設備が設けられること
により、公共下水道の
改築を行うことが必要と
なったときは、その必要
を生じた限度において、
当該工事に要する費用
の一部を当該排水設備
を設ける者に負担させ
ることができる。

否 範囲外

24 使用料 第20条 公共下水道管理者は、
条例で定めるところによ
り、公共下水道を使用
する者から使用料を徴
収することができる。

否 範囲外

25 放流水の水
質検査

第21条第1
項

公共下水道管理者は、
公共下水道からの放流
水の水質検査を行い、
その結果を記録しなけ
ればならない。

否 範囲外

26 終末処理場
の維持管理

第21条第2
項

公共下水道管理者は、
終末処理場の維持管理
をしなければならない。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

27 発生汚泥等
の処理

第21条の2 公共下水道管理者は、
発生汚泥等について
は、公共下水道の施設
の円滑な維持管理を図
るため、適切に処理す
るほか、有毒物質の拡
散を防止するため、適
正に処理しなければな
らない。また、公共下水
道管理者は、発生汚泥
等の処理に当たって
は、脱水、焼却、再生利
用等によりその減量に
努めなければならない。

否 範囲外

28 公共下水道
台帳

第23条 公共下水道管理者は、
公共下水道台帳を調製
し、これを保管しなけれ
ばならない。

否 範囲外

29 行為の制限
等

第24条 公共下水道の排水施設
の開渠である構造の部
分に物件を設けること
等をしようとする者は、
条例で定めるところによ
り、公共下水道管理者
の許可を受けなければ
ならない。

否 範囲外

30 管理 第25条の2 流域下水道の設置、改
築、修繕、維持その他
の管理は、都道府県が
行うものとする。

否
（但し、事実行為に

ついては可）

範囲外
（但し、事実行為
については可）

31 供用開始の
通知等

第25条の6 流域下水道管理者は、
流域下水道の供用を開
始しようとするとき、又
は終末処理場により下
水の処理を開始しようと
するときは、あらかじ
め、供用又は処理を開
始すべき年月日等の事
項を当該流域下水道に
係る流域関連公共下水
道の管理者に通知しな
ければならない。

否 範囲外

32 使用制限 第25条の7 流域下水道管理者は、
流域下水道に関する工
事を施行する場合その
他やむを得ない理由が
ある場合には、流域下
水道の全部又は一部を
指定してその施設の使
用を一時制限すること
ができる。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

33 原因調査の
要請等

第25条の8 流域下水道管理者は、
流域関連公共下水道か
ら流域下水道に流入す
る下水が、著しく当該流
域下水道の施設の機能
を妨げ、又は当該流域
下水道の施設を損傷す
るおそれがある場合等
においては、当該流域
関連公共下水道の管理
者に対し、期限を定め
て、その原因を調査し、
調査の結果を報告する
ように求めることができ
る。また、必要があると
きは、流域関連公共下
水道への排出を規制す
る条例の制定等の措置
をとるべきことを求める
ことができる。

否 範囲外

34 他の施設等
の設置の制
限

第25条の9 流域下水道管理者は、
流域関連公共下水道を
接続する場合等を除
き、何人に対しても、流
域下水道の施設にいか
なる施設又は工作物そ
の他の物件も設けさせ
てはならない。

否 範囲外

35 準用規定 第25条の
10

第7条、第8条、第11条
の2、第12条から第12条
の8まで、第12条の10か
ら第13条まで、第15条
から第18条の2まで及び
第21条から第23条まで
及び第25条の規定は、
流域下水道について準
用する。

否 範囲外

36 管理 第26条 都市下水路の設置、改
築、修繕、維持その他
の管理は、市町村が行
うものとする。

否
（但し、事実行為に

ついては可）

範囲外
（但し、事実行為
については可）

37 指定 第27条 都市下水路管理者は、
下水道を都市下水路と
して指定するときは、都
市下水路となるべき下
水道の区域を公示し、
かつ、これを表示した図
面を当該都市下水路管
理者である地方公共団
体の事務所において一
般の縦覧に供しなけれ
ばならない。

否 範囲外
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選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

38 管理の基準
等

第28条 都市下水路管理者は、
当該都市下水路の機能
を十分に維持するよう
に管理しなければなら
ない。

否 範囲外

39 行為の制限
等

第29条 都市下水路に物件を設
けること等をしようとす
る者は、条例で定めると
ころにより、都市下水路
管理者の許可を受けな
ければならない。

否 範囲外

40 準用規定 第31条 第15条から第18条ま
で、第23条及び第25条
の規定は、都市下水路
について準用する。

否 範囲外

41 市町村の負
担金

第31条の2 公共下水道又は流域下
水道を管理する都道府
県は、当該公共下水道
又は流域下水道により
利益を受ける市町村に
対し、その利益を受ける
限度において、その設
置、改築、修繕、維持そ
の他の管理に要する費
用の全部又は一部を負
担させることができる。
また、市町村が負担す
べき金額は、当該市町
村の意見をきいたうえ、
当該都道府県の議会の
議決を経て定めなけれ
ばならない。

否 範囲外

42 他人の土地
の立入又は
一時使用

第32条 公共下水道管理者、流
域下水道管理者若しく
は都市下水路管理者又
はその命じた者若しくは
委任を受けた者は、公
共下水道、流域下水道
又は都市下水路に関す
る調査、測量若しくは工
事又は公共下水道、流
域下水道若しくは都市
下水路の維持のためや
むを得ない必要がある
ときは、他人の土地に
立ち入り、又は特別の
用途のない他人の土地
を材料置場若しくは作
業場として一時使用す
ることができる。

否 範囲外

－ 197 －



No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

43 許可又は承
認の条件

第33条 法律の規定による許可
又は承認には、条件を
附することができる。

否 範囲外

44 改善命令等 第37条の2 公共下水道管理者又は
流域下水道管理者は、
特定事業場から下水を
排除して公共下水道又
は流域下水道を使用す
る者が、その水質が当
該公共下水道又は流域
下水道への排出口にお
いて第12条の2の規定
による基準に適合しな
い下水を排除するおそ
れがあると認めるとき
は、その者に対し、期限
を定めて、特定施設の
構造若しくは使用の方
法若しくは特定施設か
ら排出される汚水の処
理の方法の改善を命
じ、又は特定施設の使
用若しくは当該公共下
水道若しくは流域下水
道への下水の排除の停
止を命ずることができ
る。

否 範囲外

45 監督処分等 第38条 公共下水道管理者、流
域下水道管理者又は都
市下水路管理者は、下
水道法又は下水道法に
基づく命令若しくは条例
の規定に違反している
者等に対し、この法律
の規定によつてした許
可若しくは承認を取り消
し、若しくはその条件を
変更し、又は行為若しく
は工事の中止、変更そ
の他の必要な措置を命
ずることができる。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

46 報告の徴収 第39条の2 公共下水道管理者又は
流域下水道管理者は、
公共下水道又は流域下
水道を適正に管理する
ため必要な限度におい
て、悪質下水の排除者
及び特定施設の設置者
から、その下水を排除
する事業場等の状況、
除害施設又はその排除
する下水の水質に関し
必要な報告を徴するこ
とができる。

否 範囲外

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No.

例示

下水道事業におけるいわゆる事実上の業務
→ いわゆる事実上の業務（事実行為）である建設工事をＰＦＩ選定事業者が行うことは可能。
→ 下記のいわゆる事実上の業務（事実行為）については、ＰＦＩ選定事業者及び指定管理者が行う
ことは可能。
（処理場・ポンプ場施設の維持管理）
 ・施設の運転管理
 ・水質・汚泥の検査分析
 ・沈砂・汚泥の運搬
 ・設備機器（電気、ボイラ等）の保守・点検
 ・薬剤等の管理・調達
 ・施設の清掃・植栽管理
（管路施設の維持管理）
 ・施設の清掃
 ・施設の調査・補修
（使用料の徴収）
 ・下水道使用料の徴収（集金行為）

検討内容
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1. 公物の基礎情報
法令名
河川法

2. 施設の詳細
管理者等

国土交通大臣
（指定区間については、
都道府県知事又は指定
都市の長が事務の一部
を行うことができる。）

都道府県知事
（又は指定都市の長）

市町村長

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 河川の区域
等を指定・変
更・廃止する
こと

第6条 河川管理者は、河川法
第6条第1項第3号の区
域、高規格堤防特別区
域又は樹林帯区域を指
定する。

否 範囲外

2 河川の管理
を行うこと

第9条
第10条
第100条

河川管理者は、河川の
管理（河川工事、河川
管理施設の操作等の事
実行為等公共用物とし
ての河川の保全及び改
良並びにその利用の確
保及び増進並びにこれ
らに付随して行われる
一切の行為）を行う。

一部可
（5.のとおり）

一部範囲内

3 河川の台帳
の調製・保
管

第12条 河川管理者は、その管
理する河川の台帳を調
製し、保管しなければな
らない。

否 範囲外

4 附帯工事の
施行

第19条 河川管理者は、河川工
事により必要を生じた他
の工事又は河川工事を
施行するために必要を
生じた他の工事を当該
河川工事とあわせて施
行することができる。

当該施設の根拠法
令による

当該施設の根拠
法令による

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

否 一定の場合において特例的に、河川管理者
以外の者（民間事業者を含む。）は河川管理
者の承認を受けて河川の工事・維持を行うこ
とができる。

河川法　第20条

施設の種別 根拠法令

準用河川 河川法　第100条

一級河川

二級河川

河川法　第9条

河川法　第10条

施設名 管理者・事業者の名称

河川 河川管理者

－ 200 －



No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

5 河川管理者
以外の者の
施行する工
事等の承認

第20条 河川管理者は、工事等
を施行しようとする者
（河川管理者以外）に対
し、承認を行う。

否 範囲外

6 洪水時等に
おける緊急
措置

第22条 洪水、高潮等による危
険が切迫した場合にお
いて、水災防御・被害軽
減のため緊急の必要が
あるときは、河川管理者
は、土地使用、物資の
収用、障害物の処分等
を行うことができる。

否 範囲外

7 高規格堤防
の他人の土
地における
原状回復措
置等

第22条の2 河川管理者は、高規格
堤防特別区域内におい
て、高規格堤防部分の
損傷等河川管理上著し
い支障が認められる場
合、他人の土地におい
て、その支障を除去す
るために必要な限度に
おいて、高規格堤防部
分を原状に回復する措
置等を行うことができ
る。

否 範囲外

8 流水占用の
許可

第23条 河川の流水を占用しよ
うとする者は、河川管理
者の許可を受けなけれ
ばならない。

否 範囲外

9 土地の占用
の許可

第24条 河川区域内の土地（民
有地を除く。）を占用しよ
うとする者は、河川管理
者の許可を受けなけれ
ばならない。

否 範囲外

10 土石等の採
取の許可

第25条 河川区域内の土地（民
有地を除く。）において、
土石等を採取しようとす
る者は、河川管理者の
許可を受けなければな
らない。

否 範囲外

11 工作物の新
築等の許可

第26条
第1項

河川区域内の土地にお
いて工作物を新築・改
築・除却しようとする者
は、河川管理者の許可
を受けなければならな
い。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

12 土地の掘削
等の許可

第27条
第1項

河川管理者は、土地の
掘削等土地の形状を変
更する行為や竹木の栽
植・伐採をしようとする
者は、河川管理者の許
可を受けなければなら
ない。

否 範囲外

13 竹木の流送
等の禁止・
制限・許可

第28条 竹木の流送、舟・いかだ
の通航については、河
川管理者は政令又は条
例により、河川管理上
必要な範囲内におい
て、禁止・制限し、その
許可を受けさせることが
できる。

否 範囲外

14 河川の流水
等について
河川管理上
支障を及ぼ
すおそれの
ある行為の
禁止・制限
許可

第29条
第1項

河川の流水の方向、清
潔、流量、幅員・深浅等
について、河川管理上
支障を及ぼすおそれの
ある行為については、
河川管理者は政令又は
条例で禁止・制限し、そ
の許可を受けさせること
ができる。

否 範囲外

15 許可工作物
の使用制限

第30条
第1項

第26条第1項の許可を
受けて工作物を新築・
改築する者は、その工
事について河川管理者
の完成検査を受け、合
格した後でなければ、
当該工作物を使用して
はならない。

否 範囲外

16 用途を廃止
した工作物
に対する原
状回復命令

第31条
第2項

河川管理者は、許可を
受けて設置された工作
物の用途を廃止する旨
の届出があった場合、
河川管理上必要がある
と認めるときは、当該工
作物を除去し、河川を
原状に回復する等の措
置をとることを命ずるこ
とができる。

否 範囲外

17 権利の譲渡
の承認

第34条
第1項

第23条から第25条の許
可に基づく権利は、河
川管理者の承認を受け
なければ、譲渡すること
ができない。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

18 河川管理者
の工作物に
関する工事
の施行

第37条 河川管理者は、第26条
第1項の許可を受けた
者の委託があった場
合、当該許可に係る工
作物に関する工事を自
ら行うことができる。

否 範囲外

19 水利使用の
許可に係る
損失の補償
の協議につ
いての裁定

第42条
第2項

水利使用に関する第23
条・第26条第1項の許可
により損失を受ける者
があるときは、当該許可
を受けた者はその損失
を補償するが、補償に
あたり許可を受けた者と
関係河川使用者とが協
議を行うにあたり、協議
が成立しない場合、河
川管理者は求めに応じ
て裁定を行うことができ
る。

否 範囲外

20 ダムの操作
規程の策
定・変更の
承認、変更
命令

第47条 ダム設置者は、当該ダ
ムを流水の貯留又は取
水の用に供しようとする
ときは、ダムの操作規
程を定めなければなら
ず、その策定・変更の際
は河川管理者の承認を
受けなければならない。
また、河川管理者は、
河川に関する特別の事
情により、当該操作規
程によっては河川管理
上支障を生ずると認め
る場合においては、操
作規程の変更を命ずる
ことができる。

否 範囲外

21 洪水調節の
ための指示

第52条 河川管理者は、洪水に
よる災害の防除又は軽
減のため、ダムの設置
者に対し、必要な措置
をとるよう指示すること
ができる。

否 範囲外

22 渇水時にお
ける水利使
用の調整に
関するあっ
せん・調停

第53条
第3項

渇水時に水利使用の許
可を受けた者が相互に
水利使用の調整につい
て必要な協議を行うと
き、当該協議が成立し
ない場合において、河
川管理者は水利使用の
調整に関してあっせん・
調停を行うことができ
る。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

23 河川保全区
域の指定

第54条
第1項

河川管理者は河川管理
施設等を保全するため
必要があるとき、河川区
域に隣接する一定の区
域を河川保全区域とし
て指定することができ
る。

否 範囲外

24 河川保全区
域における
行為の制限

第55条
第1項

河川保全区域内におい
て、土地の掘削、工作
物の新築・改築等を行う
者は、河川管理者の許
可を受けなければなら
ない。

否 範囲外

25 河川予定地
の指定

第56条 河川管理者は、河川工
事の施行により新たに
河川区域内の土地とな
るべき土地を河川予定
地として指定することが
できる。

否 範囲外

26 河川予定地
における行
為の制限

第57条
第1項

河川予定地において、
土地の掘削、工作物の
新築・改築等を行う者
は、河川管理者の許可
を受けなければならな
い。

否 範囲外

27 河川立体区
域の指定

第58条の2 河川管理者は、河川管
理施設が地下に設けら
れた場合等において、
第6条第1項の規定に関
わらず、当該河川管理
施設に係る河川区域を
地下又は空間について
一定の範囲を定めた立
体的な区域（河川立体
区域）として指定するこ
とができる。

否 範囲外

28 河川保全立
体区域の指
定

第58条の3 河川管理者は、河川立
体区域を指定する河川
管理施設を保全するた
め必要があるとき、河川
立体区域に接する一定
の範囲の地下又は空間
を河川保全立体区域と
して指定することができ
る。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

29 河川保全立
体区域にお
ける行為の
制限

第58条の4
第1項

河川保全立体区域にお
いて、土地の掘削、工
作物の新築・改築等を
行う者は、河川管理者
の許可を受けなければ
ならない。

否 範囲外

30 河川予定立
体区域の指
定

第58条の5 河川管理者は、河川工
事の施行により新たに
河川立体区域として指
定すべき地下又は空間
を河川予定立体区域と
して指定することができ
る。

否 範囲外

31 河川予定立
体区域にお
ける行為の
制限

第58条の6
第1項

河川予定立体区域にお
いて、土地の掘削、工
作物の新築・改築等を
行う者は、河川管理者
の許可を受けなければ
ならない。

否 範囲外

32 監督処分を
行うこと

第75条 河川管理者は、河川法
に違反している者等に
対して、一定の事由が
あるときは、許可の取消
し、原状回復その他必
要な措置をとることを命
ずることができる。また
この場合、過失がなくて
当該措置を命ずるべき
者を確知することができ
ないときは、河川管理
者は、当該措置を自ら
行い、又はその命じた
者・委任した者に行わ
せることができる。

否 範囲外

33 河川監理員
に指示させ
ること

第77条 河川管理者は、その職
員のうちから河川監理
員を命じ、適法でない状
態の適切かつ迅速な是
正を図るため、必要な
措置を指示する権限を
行わせることができる。

否 範囲外

34 許可を受け
た者等から
の報告の徴
収及び立入
検査

第78条 河川管理者は、許可を
受けた者等から河川管
理上必要な報告を徴
し、又はその職員に許
可に係る工事等を行う
場所等に立ち入り、工
事の状況、物件等を検
査させることができる。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

35 地方公共団
体への委託

第99条 河川管理者は、特に必
要があると認めるとき
は、河川管理施設の維
持・操作等でその影響
が当該地方公共団体の
区域に限られるものに
ついて、関係地方公共
団体に委託することが
できる。

否 範囲外

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No. 検討内容

河川の管理のうち以下の事実行為については、選定事業者（民間）は実施可能
　・災害対応（危機管理を含む。）、計画の策定などの行政的判断を伴う業務及び行政権の行使を
伴う業務以外の、建設・維持修繕工事の実施等
　（行政的判断を伴う業務及び行政権の行使を伴う業務以外が対象範囲となる点では指定管理者
制度も同様）

例示
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1. 公物の基礎情報
法令名
砂防法

2. 施設の詳細
管理者等

都道府県知事

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 台帳の調製
及び保管

第11条の2 砂防ノ台帳ハ砂防指定
地台帳及砂防設備台帳
トス

否 範囲外

2 立入権等 第23条 砂防ノ為必要ナルトキ
ハ行政庁ハ第二条ニ依
リ国土交通大臣ノ指定
シタル土地又ハ之ニ鄰
接スル土地ニ立入リ又
ハ其ノ土地ヲ材料置場
等ニ供シ又ハ已ムヲ得
サルトキハ其ノ土地ニ
現在スル障害物ヲ除却
スルコトヲ得

否 範囲外

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.

1

6. 今後の検討予定等
No. 検討内容

例示

砂防設備の管理における事実行為のうち、災害対応（危機管理を含む。）、計画の策定などの行政
的判断を伴う業務及び行政権の行使を伴う業務以外の、例えば建設・維持修繕工事の実施等に
ついては選定事業者（民間）が行うことは可能。

施設名 管理者・事業者の名称

砂防設備 都道府県知事

施設の種別 根拠法令

砂防設備 砂防法　第5条

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

否
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1. 公物の基礎情報
法令名

地すべり等防止法

2. 施設の詳細
管理者等

都道府県知事

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 土地の立入
り等

第16条 都道府県知事又はその
命を受けた吏員若しくは
その委任を受けた者
は、地すべり防止区域
に関する調査若しくは
測量又は地すべり防止
工事のためやむを得な
い必要があるときは、他
人の占有する土地に立
ち入り、又は特別の用
途のない他人の土地を
材料置場若しくは作業
場として一時使用するこ
とができる。

否 範囲外

2 地すべり防
止区域台帳

第26条 都道府県知事は、地す
べり防止区域台帳を調
製し、これを保管しなけ
ればならない。

否 範囲外

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No.

施設名 管理者・事業者の名称

地すべり防止施設
ぼた山崩壊防止施設

都道府県知事

検討内容

例示

地すべり防止施設の管理における事実行為のうち、災害対応（危機管理を含む。）、計画の策定な
どの行政的判断を伴う業務及び行政権の行使を伴う業務以外の、例えば建設・維持修繕工事の
実施等については選定事業者（民間）が行うことは可能。

否

根拠法令

地すべり防止施設
ぼた山崩壊防止施設

地すべり等防止法　第7条、第41条

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

施設の種別
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1. 公物の基礎情報
法令名

急傾斜地の崩壊による
災害の防止に関する

法律

2. 施設の詳細
管理者等

なし

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 土地の立入
り等

第17条 都道府県知事又はその
命じた者若しくは委任し
た者は、都道府県営工
事のためにやむを得な
い必要があるときは、他
人の占有する土地に立
ち入り、又は特別の用
途のない他人の土地を
材料置場若しくは作業
場として一時使用するこ
とができる。

否 範囲外

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No. 検討内容

例示

急傾斜地崩壊防止施設の管理における事実行為のうち、災害対応（危機管理を含む。）、計画の
策定などの行政的判断を伴う業務及び行政権の行使を伴う業務以外の、例えば建設・維持修繕工
事の実施等については選定事業者（民間）が行うことは可能。

施設名 管理者・事業者の名称

急傾斜地崩壊防止施設 都道府県知事

否

根拠法令

急傾斜地崩壊防止施設 なし

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

施設の種別
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1. 公物の基礎情報
法令名
海岸法

2. 施設の詳細
管理者等

地方公共団体
（都道府県、市町村）

地方公共団体
（都道府県、市町村）

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 海岸保全区
域の指定

第3条
第4条

都道府県知事は、海水
又は地盤の変動による
被害から海岸を防護す
るため海岸保全施設の
設置等を行う必要があ
るときは、防護すべき海
岸に係る一定の区域を
海岸保全区域として指
定することができる。

否 範囲外

2 海岸保全区
域及び一般
公共海岸区
域の管理

第5条
第6条

第37条の3

海岸保全区域及び一般
公共海岸区域の管理に
ついては、海岸管理者
（都道府県知事、市町
村長、港湾管理者、漁
港管理者）が行うことと
されている。（なお、この
場合の「管理」とは、「新
設、改良等のみならず、
海岸保全区域の占用許
可、行為の制限等海岸
法上の管理行為を指
す」ものである。）また、
海岸保全施設が国土の
保全上特に重要なもの
であると認められるとき
は、海岸管理者に代
わって主務大臣が自ら
工事を施行することが
できるとされている。

一部可
（5.のとおり）

範囲外

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

否 海岸管理者は地方公共団体に限定されてい
ることから、民間事業者は海岸法に基づき
管理者そのものにはなれない。

海岸法　第5条

一般公共海岸区域 海岸法　第37条の3

施設名 管理者・事業者の名称

海岸 海岸管理者

施設の種別 根拠法令

海岸保全区域 海岸法　第5条
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

3 海岸保全区
域及び一般
公共海岸区
域の占用

第7条
第12条

第37条の4

海岸管理者以外の者が
海岸保全区域内におい
て、海岸保全施設以外
の施設又は工作物を設
けて当該海岸保全区域
を占用しようとするとき
は、海岸管理者の許可
を受けなければならな
い。（一般公共海岸区
域においても同様）

否 範囲外

4 海岸保全区
域及び一般
公共海岸区
域の行為の
制限

第8条
第8条の2
第12条、

第37条の5
第37条の6

海岸保全区域内におい
て土石の採取、土地の
掘削等を行う場合、海
岸管理者の許可を受け
なければならない。（一
般公共海岸区域におい
ても同様）

否 範囲外

5 海岸管理者
以外の者の
管理する海
岸保全施設
に関する監
督

第20条 海岸管理者は、必要と
認められるときは、海岸
管理者以外の海岸保全
施設の管理者に対し報
告若しくは資料の提出
を求め、又はその命じた
者に当該海岸保全施設
に立ち入り、これを検査
させることができる。

否 範囲外

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No.

例示

災害対応（危機管理を含む。）、計画の策定や新設・改良工事等の発注などの行政判断を伴う業務
及び行政権の行使を伴う業務以外の、施設の施工等の実施が想定される。

検討内容
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1. 公物の基礎情報
法令名
道路法

2. 施設の詳細
管理者等

国土交通大臣
国土交通大臣
国土交通大臣
（又は都道府県
（指定都市））

都道府県（指定都市）
市町村

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 道路を新
設、改築及
び管理する
こと

第12条
第13条
第15条
第16条

国道の新設、改築及び
管理は、国土交通大臣
が行うほか、都道府県
道の管理は都道府県知
事が、市町村道の管理
は市町村長が行うことと
されている。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

2 道路の区域
を決定、又
は変更し、そ
れを公示す
ること

第18条
第1項

道路管理者は路線が指
定され、又は路線の認
定若しくは変更が公示
された場合においては、
遅滞なく、道路の区域を
決定して、これを公示し
なければならない。ま
た、道路の区域を変更
した場合も同様とされて
いる。

否 範囲外

3 道路の供用
を開始、又
は廃止し、そ
れを公示す
ること

第18条
第2項

道路管理者は、道路の
供用を開始し、又は廃
止しようとする場合にお
いては、その旨を公示し
なければならない。

否 範囲外

一般国道（指定区間内）
一般国道（指定区間外）

道路法　第12条、第13条
道路法　第12条、第13条

都道府県道 道路法　第15条
市町村道 道路法　第16条

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

否 一定の場合においては特例的に、道路管理
者以外の者（民間事業者を含む。）が道路管
理者の承認を受けて道路に関する工事・維
持を行うことができる。

道路法　第24条

施設の種別 根拠法令

高速自動車国道 高速自動車国道法　第6条

施設名 管理者・事業者の名称

道路 道路管理者
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

4 共用管理施
設の管理方
法について
協議すること

第19条の2
第1項

共用管理施設の管理に
ついては、道路管理者
及び共用管理施設関係
道路管理者は、協議し
て別にその管理の方法
を定めることができる。

否 範囲外

5 共用管理施
設の管理方
法について
公示すること

第19条
第5項

共用管理施設の管理に
関する協議が成立した
場合においては、共用
管理施設関係道路管理
者は、成立した協議の
内容を公示しなければ
ならない。

否 範囲外

6 兼用工作物
の管理方法
について協
議すること
（災害復旧に
関する工事
の施行に係
るものを除
く。）

第20条
第1項

道路と他の工作物とが
相互に効用を兼ねる場
合においては、当該道
路の道路管理者及び他
の工作物の管理者は、
当該道路及び他の工作
物の管理については、
協議して別にその管理
の方法を定めることが
できる。

否 範囲外

7 兼用工作物
の管理方法
について公
示すること

第20条
第6項

兼用工作物の管理方法
に関する協議が成立し
た場合においては、道
路管理者は、成立した
協議の内容を公示しな
ければならない。

否 範囲外

8 他の工作物
の管理者に
道路に関す
る工事を施
行させること

第21条 道路と他の工作物とが
相互に効用を兼ねる場
合において、他の工作
物の管理者に当該道路
の道路に関する工事を
施行させ、又は維持さ
せることが適当であると
認められるときは、道路
管理者は、他の工作物
の管理者に当該道路に
関する工事を施行さ
せ、又は当該道路の維
持をさせることができ
る。

否 範囲外

9 工事原因者
に道路に関
する工事を
施行させるこ
と

第22条
第1項

道路管理者は、道路に
関する工事以外の工事
により必要を生じた道路
に関する工事等を当該
工事の執行者等に施行
させることができる。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

10 他の工事を
施行すること

第23条
第1項

道路管理者は、道路に
関する工事に因り必要
を生じた他の工事又は
道路に関する工事を施
行するために必要を生
じた他の工事を道路に
関する工事とあわせて
施行することができる。

当該施設の
根拠法令による

当該施設の根拠
法令による

11 道路に関す
る工事を行う
ことを承認
し、及び当該
承認必要な
条件を附す
ること

第24条
第87条
第1項

道路管理者以外の者
は、道路に関する工事
の設計及び実施計画に
ついて道路管理者の承
認を受けて道路に関す
る工事又は道路の維持
を行うことができる。

否 範囲外

12 駐車料金を
徴収すること

第24条の2
第1項

道路管理者は、道路管
理者である地方公共団
体の条例で定めるとこ
ろにより、自動車駐車場
に自動車を駐車させる
者から、駐車料金を徴
収することができる。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

13 駐車料金を
免れた者か
ら割増金を
徴収すること

第24条の2
第3項

道路管理者は、駐車料
金を不法に免れた者か
ら、その免れた額のほ
か、その免れた額の倍
に相当する額を割増金
として徴収することがで
きる。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

14 道路台帳を
調製し、及び
これを保管
すること

第28条
第1項

道路管理者は、その管
理する道路の台帳を調
製し、これを保管しなけ
ればならない。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

15 道路と鉄道
との交差に
ついて協議
すること

第31条
第1項

道路と鉄道とが相互に
交差する場合において
は、当該道路の道路管
理者は、日本鉄道建設
公団、本州四国連絡橋
公団又は当該鉄道事業
者と当該交差の方式、
その構造、工事の施行
方法及び費用負担につ
いて、あらかじめ協議
し、これを成立させなけ
ればならない。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

16 占用の許可
を与え、及び
当該許可に
必要な条件
を附すること

第32条
第1項
第3項

第87条
第1項

道路に工作物、物件又
は施設を設け、継続し
て道路を使用しようとす
る場合においては、道
路管理者の許可を受け
なければならない。ま
た、許可にあたり、道路
管理者は、道路の構造
を保全し、交通の危険
を防止し、その他円滑
な交通を確保するため
に必要な条件を附する
ことができる。

否 範囲外

17 占用に関す
る工事の調
整のための
条件を附す
ること

第34条 道路管理者は、占用許
可を与えようとする場合
において、道路を不経
済に損傷し、又は道路
の交通に著しい支障を
及ぼさないために必要
があると認めるときは、
占用に関する工事を調
整するために当該許可
に対して必要な条件を
附することができる。

否 範囲外

18 国の行う占
用について
国と協議し、
同意すること

第35条 国の行う事業のための
道路の占用について
は、国が道路管理者に
協議し、その同意を得る
こととされている。

否 範囲外

19 水道、電気、
ガス事業等
のための占
用に関する
工事の計画
書を受理す
ること

第36条
第1項

水道、電気、ガス事業
者等が占用許可を受け
ようとする場合において
は、あらかじめ工事の
計画書を道路管理者に
提出しておかなければ
ならない。

可 範囲内

20 占用禁止
（制限）区域
を指定するこ
と

第37条
第1項

道路管理者は、交通が
著しくふくそうする道路
又は幅員が著しく狭い
道路について車両の能
率的な運行を図るため
に特に必要があると認
められる場合において
は、区域を指定して道
路の占用を禁止し、又
は制限をすることができ
る。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

21 占用禁止
（制限）区域
の指定につ
いて警察署
長と協議す
ること

第37条
第2項

道路管理者は、道路の
占用を禁止し、又は制
限する区域を指定しよう
とする場合においては、
あらかじめ当該地域を
管轄する警察署長に、
当該道路の占用を禁止
し、又は制限しようとす
る理由及び区域につい
て協議しなければなら
ない。

否 範囲外

22 占用禁止
（制限）区域
の指定の公
示をすること

第37条
第3項

道路管理者は、道路の
占用を禁止し、又は制
限する区域を指定しよう
とする場合においては、
あらかじめその旨を公
示しなければならない。

否 範囲外

23 道路の占用
に関する工
事を施行す
ること

第38条
第1項

道路管理者は、道路の
構造を保全するために
必要があると認める場
合又は道路占用者の委
託があった場合におい
ては、道路の占用に関
する工事で道路の構造
に関係のあるものを自
ら行うことができる。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

24 占用料を徴
収すること

第39条
第1項

道路管理者は、道路の
占用につき占用料を徴
収することができる。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

25 道路占用者
に対して必
要な指示を
すること

第40条
第2項

道路管理者は、道路占
用者に対して、原状の
回復又は原状に回復す
ることが不適当な場合
の措置について必要な
指示をすることができ
る。

否 範囲外

26 道路を維持・
修繕すること

第42条 道路管理者は、道路を
常時良好な状態に保つ
ように維持し、修繕し、
一般交通に支障を及ぼ
さないように努めなけれ
ばならない。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

27 車両の積載
物の落下の
予防のため
に必要な措
置を命ずる
こと

第43条
第2項

道路管理者は、道路を
通行している車両の積
載物が落下するおそれ
がある場合において、
当該積載物の落下によ
り道路が損傷され、又
は当該積載物により道
路が汚損される等道路
の構造又は交通に支障
を及ぼすおそれがある
ときは、当該車両を運
転している者に対し、当
該車両の通行の中止、
積載方法の是正その他
の通行について、道路
の構造又は交通に支障
が及ぶのを防止するた
め必要な措置をするこ
とを命ずることができ
る。

否 範囲外

28 沿道区域を
指定し、及び
これを公示
すること

第44条
第1項
第2項

道路管理者は、道路の
構造に及ぼすべき損害
を予防し、又は道路の
交通に及ぼすべき危険
を防止するため、道路
に接続する区域を、条
例（指定区間内の国道
にあっては、政令）で定
める基準に従い、沿道
区域として指定すること
ができる。また、沿道区
域を指定した場合にお
いては、道路管理者
は、遅滞なくその区域を
公示しなければならな
い。

否 範囲外

29 沿道区域に
おいて必要
な措置を命
ずること

第44条
第4項

道路管理者は、沿道区
域内にある土地、竹木
又は工作物による道路
の構造への損害、又は
交通への危険を防止す
るため特に必要がある
と認める場合において
は、当該土地、竹木又
は工作物の管理者に対
して、必要な措置を講ず
べきことを命ずることが
できる。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

30 違法放置物
件を自ら除
去し、又はそ
の命じた者
等に除去さ
せること、保
管し、公示す
ること、売却
し、及び代金
を保管するこ
と、廃棄する
こと

第44条の2
第1項
第2項
第3項
第4項
第5項

道路管理者は、違法放
置物件が道路の構造に
損害を及ぼし、又は交
通に危険を及ぼしてい
ると認められる場合で
あって、当該違法放置
物件の占有者等の氏名
及び住所を知ることが
できないため、これらの
者に対し必要な措置を
とることを命ずることが
できないときは、当該違
法放置物件を自ら除去
し、又はその命じた者若
しくは委任した者に除去
させることができる。道
路管理者は、違法放置
物件を除去し、又は除
去させたときは、当該違
法放置物件を保管しな
ければならない。道路
管理者は、違法放置物
件を保管したときは、当
該違法放置物件の占有
者等に対し当該違法放
置物件を返還するた
め、政令で定めるところ
により、政令で定める事
項を公示しなければな

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

道路管理者は、保管し
た違法放置物件が滅失
し、若しくは破損するお
それがあるとき、又は公
示の日から起算して三
月を経過してもなお当
該違法放置物件を返還
することができない場合
において、政令で定め
るところにより評価した
当該違法放置物件の価
額に比し、その保管に
不相当な費用若しくは
手数を要するときは、政
令で定めるところによ
り、当該違法放置物件
を売却し、その売却した
代金を保管することが
できる。道路管理者は、
違法放置物件の売却に
つき買受人がない場合
において、価額が著しく
低いときは、当該違法
放置物件を廃棄するこ
とができる。
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

31 違法放置物
件に係る負
担金を徴収
すること

第44条の2
第7項

違法放置物件の除去、
保管、売却、公示等に
要した費用は、当該違
法放置物件の返還を受
けるべき違法放置物件
の占有者等の負担とさ
れている。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

32 道路標識又
は区画線を
設けること

第45条
第1項

道路管理者は、道路の
構造を保全し、又は交
通の安全と円滑を図る
ため、必要な場所に道
路標識又は区画線を設
けなければならない。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

33 道路の通行
を禁止し、又
は制限する
こと

第46条
第1項

道路管理者は、道路の
構造を保全し、又は交
通の危険を防止するた
め、区間を定めて、道路
の通行を禁止し、又は
制限することができる。

否 範囲外

34 水底トンネル
における危
険物積載車
両の通行を
禁止し、又は
制限すること

第46条
第3項

道路管理者は、水底ト
ンネルの構造を保全し、
又は水底トンネルにお
ける交通の危険を防止
するため、政令で定め
るところにより、爆発性
又は易燃性を有する物
件その他の危険物を積
載する車両の通行を禁
止し、又は制限すること
ができる。

否 範囲外

35 トンネル、橋
等における
通行を禁止
し、又は制限
すること

第47条
第3項

道路管理者は、道路の
構造を保全し、又は交
通の危険を防止するた
め必要があると認める
ときは、トンネル、橋、高
架の道路その他これら
に類する構造の道路に
ついて、車両でその重
量又は高さが構造計算
その他の計算又は試験
によって安全であると認
められる限度をこえるも
のの通行を禁止し、又
は制限することができ
る。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

36 車両の通行
の許可をす
ること、許可
について他
の道路管理
者に協議し、
同意するこ
と、許可証を
交付すること

第47条の2
第1項
第2項
第5項

道路管理者は、車両の
構造又は車両に積載す
る貨物が特殊であるた
めやむを得ないと認め
るときは、当該車両を通
行させようとする者の申
請に基づいて、通行経
路、通行時間等につい
て、道路の構造を保全
し、又は交通の危険を
防止するため必要な条
件を附して、政令で定め
る最高限度をこえる車
両の通行を許可するこ
とができる。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

37 最高限度を
超える車両
等を通行さ
せている者
に対して必
要な措置を
することを命
ずること、車
両の制限に
関する基準
に適合する
よう必要な
措置を講ず
べきことを命
ずること

第47条の3
第1項
第2項

道路管理者は、政令で
定める基準をこえる車
両を通行させている者
に対し、当該車両の通
行の中止、総重量の軽
減、徐行その他の通行
の方法について、道路
の構造の保全又は交通
の危険の防止のための
必要な措置をすることを
命ずることができる。

否 範囲外

38 通行の禁止
又は制限の
場合におけ
る道路標識
を設置するこ
と

第47条の4 道路管理者は、道路の
通行を禁止し、又は制
限しようとする場合にお
いては、禁止又は制限
の対象、区間及び理由
を明瞭に記載した道路
標識を設置しなければ
ならない。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

39 道路一体建
物について
協議し、協定
を締結し、及
び道路一体
建物を管理
すること

第47条の6
第1項

道路管理者は、道路の
区域を立体的区域とし
た道路と当該道路の区
域外に新築される建物
とが一体的な構造とな
ることについて、当該建
物を新築してその所有
者になろうとする者との
協議が成立したときは、
協定を締結して、当該
道路の新設、改築、維
持、修繕、災害復旧そ
の他の管理を行うこと
ができる。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

40 道路一体建
物について
協定を締結
した旨を公
示し、閲覧に
供すること等

第47条の6
第2項

道路管理者は道路一体
建物について協定を締
結した場合においては、
その旨を公示し、かつ、
協定又はその写しを道
路管理者の事務所に備
えて一般の閲覧に供し
なければならない。

否 範囲外

41 道路保全立
体区域を指
定し、及びこ
れを公示す
ること

第47条の9 道路管理者は、道路の
区域を立体的区域とし
た道路について、当該
道路の構造を保全し、
又は交通の危険を防止
するため必要があると
認めるときは、当該道
路の上下の空間又は地
下について、上下の範
囲を定めて、道路保全
立体区域の指定をする
ことができる。

否 範囲外

42 道路保全立
体区域にお
いて必要な
措置を命ず
ること

第48条
第2項
第4項

道路管理者は、道路保
全立体区域内にある土
地、竹木又は建築物そ
の他の工作物の所有者
又は占有者に対して、
その土地、竹木又は建
築物その他の工作物が
道路の構造に損害を及
ぼし、又は交通に危険
を及ぼすことを防止する
ため必要な措置を講ず
べきことを命ずることが
できる。

否 範囲外

43 自動車専用
道路を指定
すること

第48条の2
第1項
第2項

道路管理者は、必要が
あると認めるときは、自
動車のみの一般交通の
用に供する道路を指定
することができる。

否 範囲外

44 自動車専用
道の指定を
公示すること

第48条の2
第4項

道路管理者は、自動車
専用道路の指定をしよ
うとする場合において
は、あらかじめ、その旨
を公示しなければならな
い。

否 範囲外

45 道路等と自
動車専用道
路の連結又
は交差の協
議をし、又は
許可すること

第48条の4 道路等の管理者は、道
路等を自動車専用道路
と連結させようとする場
合においては、当該自
動車専用道路の道路管
理者の許可を受けなけ
ればならない。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

46 自動車専用
道路の通行
の禁止又は
制限に係る
道路標識を
設置すること

第48条の5
第2項

道路管理者は、自動車
専用道路の入口その他
必要な場所に通行の禁
止又は制限の対象を明
らかにした道路標識を
設けなければならない。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

47 自動車専用
道路におけ
る必要な措
置を命ずる
こと

第48条の6 道路管理者は、みだり
に自動車専用道路に立
ち入り、又は自動車専
用道路を自動車による
以外の方法により通行
している者に対し、行為
の中止その他交通の危
険防止のための必要な
措置をすることを命ずる
ことができる。

否 範囲外

48 自転車専用
道路等を指
定すること

第48条の7
第1項
第2項
第3項

道路管理者は、交通の
安全と円滑を図るため
に必要があると認める
ときは、区間を定めて、
もっぱら自転車及び歩
行者の一般交通の用に
供する道路又は道路の
部分を指定することが
できる。

否 範囲外

49 自転車専用
道路等の指
定について
市町村長と
協議すること

第48条の7
第4項

道路管理者は、自転車
専用道路等を指定しよ
うとする場合において
は、あらかじめ、当該道
路又は道路の部分の存
する市町村を統括する
市町村長に協議しなけ
ればならない。

否 範囲外

50 自転車専用
道路等の指
定について
公示すること

第48条の7
第5項

道路管理者は自転車専
用道路等の指定をしよ
うとする場合において
は、あらかじめ、その旨
を公示しなければならな
い。

否 範囲外

51 自転車専用
道路等の通
行制限等に
係る道路標
識を設置す
ること

第48条の9
第4項

道路管理者は、自転車
専用道路等の入口その
他必要な場所に通行の
禁止又は制限の対象を
明らかにした道路標識
を設けなければならな
い。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

52 自転車専用
道路等の通
行制限違反
行為に対し
て必要な措
置を命ずる
こと

第48条の
10

道路管理者は、自転車
専用道路等の通行方法
等の制限に違反してい
る者に対し、通行の中
止その他の交通の危険
防止のための必要な措
置をすることを命ずるこ
とができる。

否 範囲外

53 市町村に対
し、工事又は
維持に要す
る費用の一
部を負担さ
せること

第52条
第1項

都道府県の負担する道
路管理費用のうち、そ
の工事又は維持で当該
都道府県の区域内の市
町村を利するものにつ
いては、当該工事又は
維持による受益の限度
において、当該市町村
に対し、その工事又は
維持に要する費用の一
部を負担させることがで
きる。

否 範囲外

54 共用管理施
設の費用の
分担の方法
等について
協議すること

第54条の2
第1項

国又は地方公共団体の
負担すべき道路の管理
に関する費用で共用管
理施設に関するものに
ついては、共用管理施
設関係道路管理者は、
協議してその分担すべ
き金額及びその分担の
方法を定めることができ
る。

否 範囲外

55 兼用工作物
の費用分担
について協
議すること

第55条
第1項

国又は地方公共団体の
負担すべき道路の管理
に関する費用で、当該
道路が他の工作物と効
用を兼ねるものに関す
るものについては、当該
道路の道路管理者は、
他の工作物の管理者と
協議してその分担すべ
き金額及び分担の方法
を定めることができる。

否 範囲外

56 原因者負担
金を徴収す
ること

第58条 道路管理者は、他の工
事又は他の行為により
必要を生じた道路に関
する工事又は道路の維
持費用については、そ
の必要を生じた限度に
おいて、他の工事又は
他の行為につき費用を
負担する者にその全部
又は一部を負担させる
ものとされている。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

57 附帯工事に
要する費用
を徴収するこ
と

第59条 道路に関する工事に因
り必要を生じた他の工
事又は道路に関する工
事を施行するために必
要を生じた他の工事に
要する費用は、その必
要を生じた限度におい
て、道路に関する工事
について費用を負担す
べき者がその全部又は
一部を負担しなければ
ならないとされている。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

58 兼用工作物
の費用を徴
収すること

第60条 他の工作物の管理者が
道路に関する工事に因
り利益を受けた場合に
おいては、当該他の工
作物の管理者に対し、
その受けた利益の限度
において、当該工事に
要する費用の一部を負
担させることができる。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

59 受益者負担
金を徴収す
ること

第61条 道路管理者は、道路に
関する工事に因って著
しく利益を受ける者があ
る場合においては、そ
の利益を受ける限度に
おいて、当該工事に要
する費用の一部を負担
させることができる。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

60 占用工事費
負担金を徴
収すること

第62条 道路の占用に関する工
事に要する費用は、道
路の占用につき道路管
理者の許可を受けた者
が負担しなければなら
ない。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

61 他人の土地
に立ち入るこ
と等

第66条
第1項

道路管理者は、道路に
関する調査、測量若しく
は工事又は道路の維持
のためやむを得ない必
要がある場合において
は、他人の土地に立ち
入り、又は特別の用途
のない他人の土地を材
料置場若しくは作業場
として一時使用すること
ができる。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

62 長時間放置
車両を移動
すること、移
動について
警察署長の
意見を聴くこ
と、長時間放
置車両を保
管すること、
保管場所等
を告知し、必
要な措置を
講じ、及び公
示すること、
放置されて
いた場所等
に移動する
こと等

第67条の2
第1項～

5項

道路管理者は、緊急や
むを得ない必要がある
場合においては、道路
に長時間放置された車
両について、現場に当
該車両の運転をする者
その他当該車両の管理
について責任がある者
がいないときに限り、当
該車両が放置されてい
る場所からの距離が五
十メートルを超えない道
路上の場所に当該車両
を移動することができ
る。

一部可 一部範囲内 5.の
とおり

63 非常災害時
に土地を一
時使用等し、
又は付近に
居住する者
等を防御に
従事させるこ
と

第68条
第1項
第2項

道路管理者は、道路に
関する非常災害のため
やむを得ない必要があ
る場合においては、災
害の現場において、必
要な土地を一時使用
し、又は土石、竹木その
他の物件を使用し、収
用し、若しくは処分する
ことができる。道路管理
者は、非常災害に因り
道路の構造又は交通に
対する危険を防止する
ためやむを得ないと認
められる場合において
は、災害の現場に在る
者又はその附近に居住
する者を防ぎょに従事さ
せることができる。

否 範囲外

64 土地の一時
使用等によ
り損失を受
けた者と協
議し、及び損
失を補償す
ること

第69条 道路管理者は、土地の
一時使用等により損害
を受けた者に対して、協
議の上、通常生ずべき
損失を補償しなければ
ならない。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

65 道路の新設
又は改築に
より損失を受
けた者と協
議し、及び補
償金を支払
い、又補償
金に代えて
工事を行うこ
とを要求し、
並びに協議
が成立しな
い場合に収
用委員会に
裁決を申請
すること

第70条 道路管理者は、道路を
新設し又は改築したこと
に因り損失を受けた者
に対して、協議の上、補
償金を支払わなければ
ならない。協議が成立し
ない場合においては、
収用委員会に裁決を申
請することができる。

否 範囲外

66 道路法に違
反した者等
に対し監督
処分をし、又
は措置を命
ずること、監
督処分を命
ずる者が確
知できない
場合に、自ら
措置を行うこ
と等

第71条
第1項
第2項
第3項

道路管理者は、道路法
に違反した者等に対し
て、監督処分をし、又は
措置を命じ、監督処分
を命ずる者が確知でき
ない場合には、自ら措
置を行うことができる。

否 範囲外

67 監督処分を
命ずる者が
確知できな
い場合に自
から措置を
行うことを広
告すること

第71条
第3項

道路管理者は、監督処
分を命ずる者が確知で
きず自ら措置を行う場
合は、その旨をあらかじ
め公告しなければなら
ない。

否 範囲外

68 道路監理員
を任命するこ
と、道路監理
員に監督処
分を行わせ
ること

第71条
第4項

道路管理者は、その職
員のうちから道路監理
員を命じ、監督処分を
行わせることができる。

否 範囲外

69 道路監理員
に通行の方
法等の規制
を行わせる
こと

第71条
第5項

道路管理者は、道路監
理員に通行方法等の規
制を行わせることができ
る。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

70 監督処分に
係る損失を
補償するこ
と、補償に係
る協議をす
ること

第72条
第1項
第2項

道路管理者は監督処分
によって通常受けるべ
き損失を、協議の上、補
償しなければならない。

否 範囲外

71 監督処分に
係る第三者
に対する負
担金を徴収
すること

第72条
第3項

道路管理者は、監督処
分に係る補償金額を当
該事由を生じさせた者
に負担させることができ
る。

否 範囲外

72 負担金等の
強制徴収を
すること

第73条 道路法、道路法に基づ
く命令若しくは条例又は
これらによってした処分
により納付すべき負担
金等を納付しない者が
ある場合においては、
道路管理者は、督促状
によって納付すべき期
限を指定して督促しな
ければならない。

否 範囲外

73 道路予定区
域内の土地
の形質の変
更等の許可
をすること

第91条
第1項

道路予定区域内におい
ては、道路管理者の許
可を受けなければ、当
該区域内において土地
の形質を変更し、工作
物を新築し、改築し、増
築し、若しくは大修繕
し、又は物件を付加増
置してはならない。

否 範囲外

74 道路予定区
域における
制限により
受けた損失
について協
議し、補償す
ること

第91条
第3項
第4項

道路予定区域における
制限により損失を受け
る者がある場合におい
ては、道路管理者は、
その者に対して通常受
けるべき損失を補償し
なければならない。

否 範囲外

75 不用物件と
新たに道路
を構成する
物件とを交
換すること

第92条
第4項

道路管理者は、路線の
変更又は区域の変更に
因り、新たに道路を構
成する敷地その他の物
件を取得する必要があ
る場合において、不用
物件とこれらの物件とを
交換することができる。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

76 不用物件の
使用の申出
をし、及びそ
の引渡を受
けること

第93条 不用物件を他の道路の
新設又は区域の変更の
ために使用する必要が
ある場合であって、且
つ、当該不用物件が当
該道路の区域内にある
場合において、当該道
路の道路管理者がその
旨を当該不用物件の管
理者に申し出たときは、
当該不用物件の管理者
は、これを当該道路管
理者に引き渡さなけれ
ばならない。

否 範囲外

77 都道府県公
安委員会の
意見を聴き、
又は通知、
協議等をす
ること

第95条の2
第1項
第2項

道路管理者は、道路に
区画線を設け、道路の
通行を禁止し、若しくは
制限し、又は横断歩道
橋を設け、道路の交差
部分及びその付近の道
路の部分の改築をおこ
ない、若しくは道路上に
道路の附属物である自
動車駐車場を設けよう
とするときは、当該地域
を管轄する都道府県公
安委員会の意見を聴か
なければならない。

否 範囲外

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No.

例示

計画の策定や工事の発注等の行政判断を伴う業務や、占用許可、通行規制等の行政権の行使を
伴う業務以外の、例えば、建設工事や維持管理修繕の実施等の事実行為については、選定事業
者（民間）が行うことは可能。指定管理者制度についても同様。

検討内容

－ 228 －



1. 公物の基礎情報
法令名

公営住宅法
（昭和26年法律第193

2. 施設の詳細
管理者等
事業主体

（公営住宅の供給を行う
地方公共団体をいう。）

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 家賃の決定 第16条 ・公営住宅の毎月の家
賃は、毎年度、入居者
からの収入の申告に基
づき、当該入居者の収
入及び当該公営住宅の
立地条件、規模、建設
時からの経過年数その
他の事項に応じて、事
業主体が定める。（第1
項）
・前項の近傍同種の住
宅の家賃は、近傍同種
の住宅の時価、修繕
費、管理事務費等を勘
案して政令で定めるとこ
ろにより、毎年度、事業
主体が定める。（第2項）
・事業主体は、入居者
が病気にかかっている
ことその他の特別の事
情がある場合において
必要と認めるときは家
賃を減免することができ
る。（第4項）

否
（地方自治法施行
令第158条に基づく
家賃の徴収の委託

は可能）

範囲外
（地方自治法施
行令第158条に
基づく家賃の徴
収の委託は可

能）

施設名 管理者・事業者の名称

公営住宅 事業主体

施設の種別 根拠法令

公営住宅 公営住宅法

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

否
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

2 敷金 第18条 ・事業主体は、公営住
宅の入居者から3月分
の家賃に相当する敷金
を徴収することができ
る。（第1項）
・事業主体は、入居者
が病気にかかっている
ことその他特別の事情
がある場合において必
要と認めるときは敷金を
減免することができる。
（第2項）
・事業主体は、第1項の
規定により徴収した敷
金の運用に係る利益金
がある場合において
は、当該利益金を共同
施設の整備に要する費
用に充てる等公営住宅
の入居者の共同の利便
のために使用するよう
に努めなければならな
い。（第3項）

否
（地方自治法施行
令第158条に基づく
敷金の徴収の委託

は可能）

範囲外
（地方自治法施
行令第158条に
基づく家賃の徴
収の委託は可

能）

3 家賃等の徴
収猶予

第19条 事業主体は、入居者が
病気にかかっていること
等において必要と認め
るときは家賃又は敷金
の徴収を猶予すること
ができる。

否 範囲外

4 家賃等以外の 第20条 事業主体は、公営住宅
の使用に関し、その入
居者から家賃及び敷金
を除くほか、権利金その
他の金品を徴収し、又
はその入居者に不当な
義務を課することができ
ない。

否 範囲外

5 修繕の義務 第21条 事業主体は、公営住宅
の家屋の壁、基礎、土
台、柱、床、はり、屋根
及び階段並びに給水施
設、排水施設、電気施
設その他の国土交通省
令で定める附帯施設に
ついて修繕する必要が
生じたときは修繕しなけ
ればならない。ただし、
入居者の責めに帰すべ
き事由によって修繕す
る必要が生じたときは、
この限りではない。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

6 入居者の募
集方法

第22条 事業主体は、災害、不
良住宅の撤去、公営住
宅の借上げに係る契約
の終了、公営住宅建替
事業による公営住宅の
除却その他政令で定め
る特別の事由がある場
合において特定の者を
入居させる場合を除くほ
か、公営住宅の入居者
を公募しなければならな
い。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

7 入居者資格 第23条 公営住宅の入居者は、
少なくとも次の各号（老
人、身体障害者その他
の特に居住の安定を図
る必要がある者にあっ
ては、第二号及び第三
号）の条件を具備するも
のでなければならない。
一　現に同居し、又は同
居しようとする親族（婚
姻の届出をしていない
が事実上婚姻関係と同
様の事情がある者その
他婚姻の予定者を含
む。）があること
二　その者の収入が、
イ、ロ又はハに掲げる
場合に応じ、それぞれ
イ、ロ又はハに掲げる
金額を超えないこと
イ　入居者が身体障害
者である場合その他の
特に居住の安定を図る
必要があるものとして政
令で定める場合

否 範囲外

　　入居者又は同居者
の居住の安定を図るた
め必要なものとして政
令で定める金額以下で
事業主体が条例で定め
る金額
ロ　公営住宅が、第8条
第1項若しくは第3項若
しくは激甚災害に対処
するための特別の財政
援助等に関する法律第
22条第1項の規定によ
る国の補助に係るもの
等の場合
　　災害により滅失した
住宅に居住していた低
額所得者の居住の安定
を図るため必要なものと
して政令で定める金額
以下で事業主体が条例
で定める金額
ハ　イ及びロに掲げる
場合以外の場合
　　イ又はロの政令で定
める金額のいずれをも
超えない範囲内で政令
で定める金額
三　現に住宅に困窮し
ていることが明らかな者
であること

－ 232 －



No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

8 入居者資格
の特例

第24条 公営住宅の借上げに係
る契約の終了又は第44
条第3項の規定による
公営住宅の用途の廃止
により当該公営住宅の
明渡しをしようとする入
居者が、当該明渡しに
伴い他の公営住宅に申
込みした場合において
は、その者は前条各号
に掲げる条件を具備す
る者とみなす等。

否 範囲外

9 入居者の選
考等

第25条 事業主体の長は、入居
の申込みをした者の数
が入居させるべき公営
住宅の戸数を超える場
合においては、住宅に
困窮する実情を調査し
て、政令で定める選考
基準に従い、条例で定
めるところにより、公正
な方法で選考して、当
該公営住宅の入居者を
決定しなけければなら
ない等。

否 範囲外

10 入居者の保
管義務等

第27条 公営住宅の入居者は、
以下の場合には事業主
体の承認を得る必要が
ある。
　・公営住宅の用途を変
更する場合
　・公営住宅の模様替え
又は増築する場合
　・入居の際に同居した
親族以外の者を同居さ
せる場合
　・公営住宅の入居者
が死亡又は退去した場
合に、その同居者が入
居者の地位を承継する
場合

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

11 収入超過者
に対する措
置等

第28条 公営住宅の入居者が当
該公営住宅に引き続き
3年以上入居している場
合において政令で定め
る基準を超える収入の
あるときは、当該公営住
宅の毎月の家賃は、第
16条第1項の規定にか
かわらず、毎年度、入
居者からの収入の申告
に基づき、当該入居者
の収入を勘案し、かつ、
近傍同種の住宅の家賃
以下で、政令で定める
ところにより、事業主体
が定める。（2項）

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

12 収入超過者
に対する措
置等

第29条 ・事業主体は、公営住
宅の入居者が当該公営
住宅に引き続き5年以
上入居している場合に
おいて最近2年間引き
続き政令で定める基準
を超える収入のあるとき
は、その者に対し、期限
を定めて、当該公営住
宅の明渡しを請求する
ことができる。（第1項）
・公営住宅の入居者が
第1項の規定に該当す
る場合において当該公
営住宅に引き続き入居
しているときは、当該公
営住宅の毎月の家賃
は、第16条第1項及び
前条第2項の規定にか
かわらず、近傍同種の
住宅の家賃とする。（第
5項）

否 範囲外

・事業主体は、第1項の
規定による請求を受け
た者が同項の期限が到
来しても公営住宅を明
け渡さない場合には、
同項の期限が到来した
日の翌日から当該公営
住宅の明渡しを行う日
までの期間について、
毎月、近傍同種の住宅
の家賃の額の2倍に相
当する額以下の金銭を
徴収することができる。
（第6項）
・事業主体は、第1項の
規定による請求を受け
た者が病気にかかって
いることその他条例で
定める特別の事情があ
る場合において、その
者から申出があったとき
は、同項の期限を延長
することができる。（第7
項）
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

13 収入超過者
に対する措
置等

第30条 事業主体は、公営住宅
の入居者が当該公営住
宅に引き続き3年以上
入居しており、かつ、第
28条第1項の政令で定
める基準以上の収入の
ある場合において、必
要があると認めるとき
は、他の適用な住宅に
入居できるようにあっせ
んする等その者が当該
公営住宅の明渡しを容
易にするように努めな
ければならない等

否 範囲外

14 収入超過者
に対する措
置等

第31条 事業主体が第24条第1
項の規定による申込み
をした者を他の公営住
宅に入居させた場合に
おける前3条の規定の
適用については、その
者が公営住宅の借上げ
に係る契約の終了又は
第44条第3項の規定に
よる公営住宅の用途の
廃止により明渡しをす
べき公営住宅に入居し
ていた期間は、その者
が明渡し後に入居した
当該他の公営住宅に入
居している期間に通算
する等。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

15 公営住宅の
明渡し

第32条 ・事業主体は、次の各
号の一に該当する場合
においては、入居者に
対して、公営住宅の明
渡しを請求することがで
きる。（第1項）
一　入居者が不正な行
為によって入居したとき
二　入居者が家賃を3ヶ
月以上滞納したとき
三　入居者が公営住宅
等を故意に毀損したとき

否 範囲外

四　入居者が第27条第
1項から第5項までの規
定に違反したとき　　等
・事業主体は、第1項第
1号の規定に該当するこ
とにより同項の請求を
行ったときは、当該請求
を受けた者に対して、入
居した日から請求日ま
での期間については、
近傍同種の家賃の額と
それまでに支払を受け
た家賃との差額に年5
分の割合による支払期
後の利息に付した額の
金銭を、請求の日の翌
日から当該公営住宅の
明渡しを行うまでの期
間については、毎月、近
傍同種の住宅の家賃の
額の2倍に相当する額
以下の金銭を徴収する
ことができる。（第3項）
・前項の規定は、第1項
第二号から五号までの
規定により事業主体が
当該入居者に損害賠償
の請求をすることを妨げ
るものではない。（第4
項）　　等

16 公営住宅監
理員

第33条 事業主体は、公営住宅
等の管理をつかさどり、
公営住宅及びその環境
を良好な状態に維持す
るよう入居者に必要な
指導を与えるために公
営住宅監理員を置くこと
ができる。公営住宅監
理員は、事業主体の長
がその職員のうちから
命ずる。

否 範囲外
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

17 収入状況の
報告の請求
等

第34条 事業主体の長は、第16
条第1項若しくは第28条
第2項の規定による家
賃の決定、第16条第4
項（第28条第3項又は第
29条第8項において準
用する場合を含む。）の
規定による家賃若しくは
金銭の減免、第18条第
2項の規定による敷金
の減免、第19条（第28
条第3項又は第29条第8
項において準用する場
合を含む。）

否 範囲外

の規定による家賃、敷
金若しくは金銭の徴収
の猶予、第29条第1項
の規定による明渡しの
請求、第30条第1項の
規定によるあっせん等
又は第40条の規定によ
る公営住宅への入居の
措置に関し必要がある
と認めるときは、公営住
宅の入居者の収入につ
いて、当該入居者若しく
は雇主、その取引先そ
の他の関係人に報告を
求め、又は官公署に必
要な書類を閲覧させ、
若しくはその内容を記
録させることを求めるこ
とができる。

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1 公営住宅の管理については、入居者の決定及び公営住宅の明渡し等公営住宅法上事業主体が

行うこととされている業務は、事業主体のみが行うことができるものであるため、他の者に管理を行
わせることはできないが、次のような業務については、選定事業者及び指定管理者に行わせること
ができる。

① 管理責任や処分権限で民間事業者が行い得る行為　公営住宅法上事業主体が行うこととされ
ている業務の補助的な業務（管理責任や処分権限を地方公共団体に留保した上で、あらかじめ、
地方公共団体が設定した基準に従って行われる定型的な業務）
　・募集案内の作成
　・申込書の配布
　・入居者決定の通知の発出
　・入居者の家賃の通知
　・入居手続き事務　　等
② 私人の公金取扱いの規定に基づく公営住宅の家賃及び敷金の徴収
③ 事実上の業務
　・公営住宅等の維持管理等のメンテナンス
　・公営住宅等の清掃
　・公営住宅等の維持補修、修繕
　・植栽の管理　　　　等

例示
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6. 今後の検討予定等
No. 検討内容
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1. 公物の基礎情報
法令名

鉄道事業法

2. 施設の詳細
管理者等

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No. 検討内容

例示

鉄道事業法では従来から民間が事業者になることは制約がなく、ＰＦＩ事業においてもその事業範
囲に相違はない。

施設名 管理者・事業者の名称

鉄道 鉄道事業を経営しようとする者

施設の種別 根拠法令

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

可 鉄道事業を経営しようとする者（官民問わ
ず）は、路線及び鉄道事業の種別により、国
土交通大臣の許可を受け鉄道事業を行う。
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1. 公物の基礎情報
法令名

道路運送法

2. 施設の詳細
管理者等

自動車道事業者

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 事業の管理
の受委託

第70条の2 自動車道事業の管理の
受委託

可 範囲外

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No.

1
すでに、道路運送法において管理の受委託について定めている。

現状においても、道路運送法により、事業者はその自動車道事業の管理の受委託を行うことがで
き、その範囲及び方法（使用料等の収入の徴収や業務範囲等）については、互いに取り決めたう
え、認可申請されることとなっている。ただし、管理を委託した事業者について、第三者に対する経
営上の一切の責任は、委託者が負担する。

自動車道 自動車道事業者

施設の種別 根拠法令

自動車道 道路運送法 第68条（免許）

例示

施設名 管理者・事業者の名称

検討内容

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

可 公共（地方公共団体や国等）が行う自動車
道事業については、公共（自動車道事業の
免許を受けた者）が行う。
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1. 公物の基礎情報
法令名
港湾法

2. 施設の詳細
管理者等

地方公共団体、港務局
又は民間事業者

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 港湾施設を
良好な状態
に維持する
こと

第12条
第1項
第2号

港湾管理者は、自らが
管理する港湾施設を良
好な状態に維持する。

可
（但し、事実行為に

ついて）

範囲内

2 港湾工事の
実施

第12条
第1項
第3号

港湾管理者は、港湾の
開発、利用及び保全に
必要な港湾施設の建設
及び改良に関する港湾
工事を実施する。

可 検討中

3 国・地方公
共団体の所
有に属する
港湾施設の
管理受託

第12条
第1項
第4号

港湾管理者は、国・地
方公共団体の所有に属
する港湾施設で、一般
公衆の利用に供するも
のの管理を受託する。

可
（但し、事実行為に

ついて）

範囲外

4 水域施設の
使用規制

第12条
第1項

第4号の2

港湾管理者は、航路通
行の順位決定や泊地の
指定といった水域施設
の使用に係る規制を行
う。

否 検討中

5 係留施設の
運営及び使
用規制

第12条
第1項
第5号

港湾管理者は、一般公
衆の利便増進のため必
要な係留施設を自ら運
営するとともに、当該係
留施設を利用する船舶
に対し係留場所の指定
等係留施設の使用に係
る規制を行う。

可
（但し、運営につい

て）

検討中

6 普通財産た
る港湾施設
の貸し付け

第12条
第1項
第9号

港湾管理者は、自らが
管理する港湾施設のう
ち、一般公衆の利用に
供することを要しないも
のや自ら運営することを
適当としないもの（普通
財産）を貸し付ける。

否 範囲外

否 地方公共団体又は港務局が行う。

港湾施設 港湾法　第2条第5項

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

施設の種別 根拠法令

施設名 管理者・事業者の名称

港湾施設 港湾管理者・民間事業者
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No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

7 港湾運送事
業者等に対
する上屋、
荷役機械等
の使用規制

第12条
第1項
第10号

港湾管理者の管理に係
る上屋、荷役機械等の
港湾施設を利用する港
運事業者等に対し、貨
物の移動の円滑化や港
湾施設の有効利用の観
点から、港湾管理者が
当該施設の使用に係る
規制を行う。

否 検討中

8 廃棄物埋立
護岸、海洋
性廃棄物処
理施設及び
廃油処理施
設の管理運
営

第12条
第1項

第11号の3

港湾管理者は、廃棄物
埋立護岸、海洋性廃棄
物処理施設及び廃油処
理施設の管理運営を行
う。

可
（但し、運営及び事
実行為に該当する

管理について）

検討中

9 福利厚生施
設の設置管
理

第12条
第1項
第12号

港湾管理者は、船舶乗
組員や港湾労務者のた
めの福利厚生施設の設
置、管理を行う。

可
（但し、設置及び事
実行為に該当する

管理について）

検討中

10 港湾施設利
用に係る料
率表の作成
及び公表

第12条
第1項
第13号

港湾管理者は、港湾施
設の利用に係る最新の
料率表を作成し、その
公表を行う。

否 検討中

11 港務局によ
る港湾施設
の建設等に
係る債券の
発行

第30条
第1項

港務局は、港湾施設の
建設、改良又は復旧費
用を賄うために、債券を
発行することができる。

否 範囲外

12 港務局の提
供する施設
の利用料不
払者からの
過怠金の徴
収

第44条
第6項

港務局は、第12条の2
の規程に基づき、詐偽
等不正な行為により港
務局の提供する施設に
係る利用料金の徴収を
免れた者から、一定の
過怠金を徴収すること
ができる。

否 範囲外
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5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No. 検討内容

例示

① 管理責任や処分権限で民間事業者が行い得る行為
　港湾施設の建設及び改良に関する港湾工事をすること。
　・荷役機械の整備
　・管理棟の整備
　・浮桟橋等係留施設、陸上保管施設の整備　等
② 私人の公金取扱いの規定に基づく使用料等の収入の徴収
　特になし
③ 当該施設運営に係るソフト面の企画
　特になし
④ いわゆる事実上の業務
　ＰＦＩ事業者は、以下のような日常の維持管理及び施設の更新を行う。
　・荷役機械等のメンテナンス
  ・管理棟等の清掃・維持管理
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1. 公物の基礎情報
法令名

航空法・空港整備法

2. 施設の詳細
管理者等

国土交通大臣
又は地方公共団体

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 管理に係る
規定は航空
法において
定められる。

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No. 検討内容

例示

管理に係る規定は航空法において定められる。

施設名 管理者・事業者の名称

飛行場 飛行場の設置者

施設の種別 根拠法令

第1種空港～第3種空港 空港整備法　第3条～第9条
航空法　第38条

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

可 空港整備法は、飛行場のうち航空ネットワー
ク上重要なもの（空港）について、国と地方
公共団体が一定の費用分担の下、その整備
を行うことを定めたものである。一方、飛行
場の設置、管理は、空港整備法ではなく、航
空法において定められており、地方公共団
体、民間事業者の区別なく、一定の管理能
力等があれば、飛行場の設置、管理を行う
ことができる。
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1. 公物の基礎情報
法令名
航空法

2. 施設の詳細
管理者等

航空法第38条の許可を
受けた者

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 制限表面の
管理

第49条 制限表面（飛行場周辺
の高さ制限の上限）をこ
えて設置された物件の
除去要求。

制限表面の管理は
飛行場の設置者の
権限としているた
め、設置者が設置
者以外の者に対し
て、当該管理の権
限を代行させること
はできない。

範囲外

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No. 検討内容

例示

航空法においては、飛行場の設置者に対し、上記権限の他に様々な施設の管理に関する義務を
課している。同法は、このうち安全に関するもの及び他人の権利・利益を制限するもの（制限表面
の管理、用地・施設使用の許可、構内営業の許可、警務・消防業務、料金設定、料金を自らの収入
として徴収すること等）については、施設の設置・管理者が最終的な責任を持つことを前提としてい
る。
このため、飛行場においては、施設の点検、清掃等の事実上の業務に加え、上記のような性格を
持つ業務についても他の民間事業者が行う場合には、当該民間事業者が施設の設置・管理主体
となるべきものと考える。
なお、上記のような性格をもつ業務であっても、処分の方法について予め設置・管理者が設定した
基準、運用方法に従って、定型的に行わせるに過ぎない場合（事実行為としての警務・消防業務、
料金徴収等）は、ＰＦＩ手法を活用し、民間事業者に行わせることも可能と考える。
指定管理者制度による場合も、同様である。

施設名 管理者・事業者の名称

飛行場 飛行場の設置者

施設の種別 根拠法令

飛行場 航空法　第38条

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

可 飛行場の設置者が行う。（民間事業者が設
置する飛行場であれば、当該飛行場の設置
者たる民間事業者が行う。）
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1. 公物の基礎情報
法令名

航路標識法

2. 施設の詳細
管理者等

海上保安庁

3. 民間事業者が管理者となることの可否（法律上の規定に基づく解釈）

4. 管理者が行う権限とされる規定

No. 項目 根拠法令 業務内容
選定事業者に

行わせることの可否

指定管理者制度
における

権限代行との関係
備考

1 航路標識の
設置及び管
理

第2条 否 対象外
（指定管理者制
度そのものがな

い。）

5. 管理者が行う権限を踏まえたＰＦＩ事業範囲の例示
No.
1

6. 今後の検討予定等
No. 検討内容

例示

① 管理責任や処分権限で民間事業者が行い得る行為
　該当なし
② 私人の公金取扱いの規定に基づく使用料等の収入の徴収
　該当なし
③ 当該施設運営に係るソフト面の企画
　該当なし
④ いわゆる事実上の業務
　・敷地内の除草、施設の清掃
　・灯台で使用する電球等の補修物品の購入、払い出し

施設名 管理者・事業者の名称

航路標識 海上保安庁

施設の種別 根拠法令

航路標識 航路標識法　第2条

管理者となること
の可否

理由 根拠法令

否
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